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• 民営化の果実を直接的に享受してもらうため、民営化後ただちに一割から二割の料

金値下げを実施することが望ましいと考える。

• 料金値下げにはどのようなケースがあるか、いくつか試算を示してみた。（別紙を参

考）ここで示した試算では、最も単純な一律料金値下げのケースのみを取り扱ったが、

料金値下げにはいくつもヴァリエーションがあるので、具体策を丁寧に検討すること

が望ましい。たとえば物流コストの引き下げのためには夜間利用料金の半額などが

より有効であるし、混雑時間帯と空いている時間帯とで料金に差をもたせるなど様々

な値下げ策がありうるだろう。

• しかし、そうした諸々のケースを取り入れながらも、同時に一律一割から二割の料金

値下げ策を打ち出すことが、民営化のメリットをアピールするうえで重要と考える。

民営化後ただちに一割から二割の料金値下げを
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優先順位は、返済→値下げ→新規建設

• 民営化において最も優先すべき事項は債務の返済であることはいうまで

もない。国民負担を発生させずにできるだけ早く確実な債務返済を行なう

ことが最優先課題である。この場合、債務とは四公団の既存債務およそ

四十兆円を指す。

• 四十兆円の債務返済に次いで重要なのが料金値下げである。新規建設

投資の優先順位は、債務返済と料金値下げを実施したあとにくるものと

考えるのが、当委員会としては妥当であろう。
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新規建設のまえに
まずは料金値下げで利用者に還元を

• 現行料金の24.6円／kmの構成が、管理費分、債務の元利返済分、将来の建設投資分と

に分かれているとすれば、将来の建設投資分の徴収をやめることで値下げ原資とすること

ができる。

• 新規建設投資の原資は、全国料金プール制度をやめる以上、原則として利用料金から捻

出するべきでなく、新会社の経営判断で新会社における利用料金以外の事業収入や自己

調達資金などから賄われることが筋である。

• また、料金値下げを行なえば利用料金収入が減るのでその分は貸付料を減額しなくてはな

らず、債務返済が後ろ倒しになることに留意は必要だ。

• いずれにしても、新規建設投資に余剰資金を振り向けるとしたら、同時に少なくとも同規模

の資金を料金値下げ原資に充てる必要があるだろう。



【料金値下げのバリエーション試算結果】

試算結果

ケース①当初から2割値下げ 50年返済

ケース②当初1割値下げ、20年後から2割値下げ 43年返済

ケース③当初から1割値下げ 35年返済

参考 47年返済

※　本四の通行料金は別途、半額に設定。

〔その他試算の前提条件　ケース①②③共通〕

交通量のびなし

2000年（H12）～2009年（H21）まで平均残高金利、2010年（H22）以降は4％

首都高 国・地方出資

阪高 国・地方出資

国・地方出資

通行料金

債務カット 2000億円／年×当初の5年間と仮定

30％削減

30％削減

※　料金収入と管理費の差額は、公租公課・改良費をまかなう分を除いて、すべて機構へのリース料と設定。　

※　改良費は、Ｈ9～Ｈ12年の四公団平均額（3260億円）のうち取替更新費に相当する額（37％、1206億円）を基本額として考慮した。

※　本四への出資金（国：地方＝2：1）、首都高への出資金（国：地方＝1：1）、阪高への出資金（国：地方＝1：1）

※　首都高、阪高への出資金は直近5年の実績額の平均を使用。

管理費

取替更新費

半額
（ただし価格弾性値を考慮し、年間の通行料収入は2000年度（H12）実績の25％減と仮定）

本四

2012年（Ｈ24）までは現行の実績にもとづき国と地方で500億円、2013年（Ｈ25）～2027年（Ｈ
39）までの15年間は地方のみ250億円の負担を延長

2012年（Ｈ24）までは現行の実績にもとづき国と地方で500億円、
2013年（Ｈ25）～2027年（Ｈ39）までの15年間は地方のみ250億円の負担を延長

1998年（Ｈ10）～2012年（Ｈ24）までの15年間は現行スキームどおり国と地方で800億円、
2013年（Ｈ25）～2027年（Ｈ39）までの15年間は地方のみ267億円の負担を延長

料金設定

交通量

金利

当初から2割値下げ＋JH関連財団2法人の利益



2000年度
(平成12年度)

2001年度
(平成13年度)

2002年度
(平成14年度)

2003年度
(平成15年度)

2004年度
(平成16年度)

2005年度
(平成17年度)

2006年度
(平成18年度)

2007年度
(平成19年度)

2008年度
(平成20年度)

2009年度
(平成2１年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

3,199 6,531 8,104 9,666 10,477 9,086 9,143 9,007 8,659

債務残高 390,588 387,389 380,858 372,754 363,088 352,611 343,525 334,383 325,375 316,716

賃貸収入 19,491 19,478 19,476 19,475 19,475 17,474 17,474 17,473 17,473 17,473

支払利息 11,735 12,009 10,436 8,872 8,061 7,546 7,489 7,624 7,972 8,330

管理費 938 938 937 937 937 842 842 842 842 842

償却前利益 3,199 6,531 8,104 9,666 10,477 9,086 9,143 9,007 8,659 8,302

平均利率 3.63 3.10 2.74 2.38 2.22 2.14 2.18 2.28 2.45 2.63

2010年度
(平成22年度)

2011年度
(平成23年度)

2012年度
(平成24年度)

2013年度
(平成25年度)

2014年度
(平成26年度)

2015年度
(平成27年度)

2016年度
(平成28年度)

2017年度
(平成29年度)

2018年度
(平成30年度)

2019年度
(平成31年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

8,302 4,295 4,468 4,647 3,850 4,005 4,167 4,335 4,510 4,692

債務残高 308,414 304,119 299,652 295,005 291,155 287,149 282,983 278,648 274,138 269,446

賃貸収入 17,474 17,474 17,475 16,443 16,444 16,446 16,447 16,449 16,451 16,453

支払利息 12,337 12,165 11,986 11,800 11,646 11,486 11,319 11,146 10,966 10,778

管理費 842 842 842 793 793 793 793 793 793 793

償却前利益 4,295 4,468 4,647 3,850 4,005 4,167 4,335 4,510 4,692 4,882

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2020年度
(平成32年度)

2021年度
(平成33年度)

2022年度
(平成34年度)

2023年度
(平成35年度)

2024年度
(平成36年度)

2025年度
(平成37年度)

2026年度
(平成38年度)

2027年度
(平成39年度)

2028年度
(平成40年度)

2029年度
(平成41年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

4,882 5,080 5,285 5,500 5,722 5,954 6,196 6,447 6,709 6,250

債務残高 264,564 259,484 254,198 248,699 242,977 237,022 230,826 224,379 217,670 211,420

賃貸収入 16,456 16,458 16,461 16,464 16,468 16,471 16,475 16,479 15,716 15,720

支払利息 10,583 10,379 10,168 9,948 9,719 9,481 9,233 8,975 8,707 8,457

管理費 794 794 794 794 794 794 795 795 758 759

償却前利益 5,080 5,285 5,500 5,722 5,954 6,196 6,447 6,709 6,250 6,505

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2030年度
(平成42年度)

2031年度
(平成43年度)

2032年度
(平成44年度)

2033年度
(平成45年度)

2034年度
(平成46年度)

2035年度
(平成47年度)

2036年度
(平成48年度)

2037年度
(平成49年度)

2038年度
(平成50年度)

2039年度
(平成51年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

6,505 6,769 7,044 7,331 7,629 7,939 8,262 8,598 8,947 9,311

債務残高 204,915 198,146 191,102 183,772 176,143 168,204 159,942 151,345 142,398 133,087

賃貸収入 15,724 15,729 15,734 15,739 15,744 15,750 15,756 15,761 15,768 15,774

支払利息 8,197 7,926 7,644 7,351 7,046 6,728 6,398 6,054 5,696 5,323

管理費 759 759 759 759 760 760 760 761 761 761

償却前利益 6,769 7,044 7,331 7,629 7,939 8,262 8,598 8,947 9,311 9,689

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2040年度
(平成52年度)

2041年度
(平成53年度)

2042年度
(平成54年度)

2043年度
(平成55年度)

2044年度
(平成56年度)

2045年度
(平成57年度)

2046年度
(平成58年度)

2047年度
(平成59年度)

2048年度
(平成60年度)

2049年度
(平成61年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

9,689 10,083 10,493 10,919 11,363 11,824 12,304 12,804 13,323 13,864

債務残高 123,398 113,315 102,822 91,903 80,541 68,717 56,412 43,609 30,285 16,421

賃貸収入 15,780 15,787 15,794 15,801 15,808 15,816 15,824 15,832 15,840 17,948

支払利息 4,936 4,533 4,113 3,676 3,222 2,749 2,256 1,744 1,211 657

管理費 761 762 762 762 763 763 764 764 764 865

償却前利益 10,083 10,493 10,919 11,363 11,824 12,304 12,804 13,323 13,864 16,427

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2050年度
(平成62年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

16,427

債務残高 -6

賃貸収入 15,857

支払利息 -0

管理費 765

償却前利益 15,092

平均利率 4.00

「日本道路保有機構」 債務返済計画及び金利支払計画書

【ケース①　当初から2割値下げ】



【ケース②　当初1割値下げ、20年後から2割値下げ】

2000年度
(平成12年度)

2001年度
(平成13年度)

2002年度
(平成14年度)

2003年度
(平成15年度)

2004年度
(平成16年度)

2005年度
(平成17年度)

2006年度
(平成18年度)

2007年度
(平成19年度)

2008年度
(平成20年度)

2009年度
(平成2１年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

5,680 9,089 10,723 12,330 13,187 11,846 11,968 11,913 11,668

債務残高 390,588 384,908 375,819 365,096 352,767 339,580 327,734 315,766 303,853 292,186

賃貸収入 22,096 22,083 22,082 22,080 22,080 20,079 20,079 20,078 20,078 20,078

支払利息 11,735 11,932 10,297 8,689 7,831 7,267 7,145 7,199 7,444 7,684

管理費 1,062 1,062 1,062 1,061 1,061 966 966 966 966 966

償却前利益 5,680 9,089 10,723 12,330 13,187 11,846 11,968 11,913 11,668 11,428

平均利率 3.63 3.10 2.74 2.38 2.22 2.14 2.18 2.28 2.45 2.63

2010年度
(平成22年度)

2011年度
(平成23年度)

2012年度
(平成24年度)

2013年度
(平成25年度)

2014年度
(平成26年度)

2015年度
(平成27年度)

2016年度
(平成28年度)

2017年度
(平成29年度)

2018年度
(平成30年度)

2019年度
(平成31年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

11,428 7,882 8,198 8,527 7,885 8,202 8,531 8,874 9,231 9,602

債務残高 280,758 272,875 264,677 256,150 248,265 240,063 231,532 222,658 213,428 203,826

賃貸収入 20,079 20,079 20,080 19,048 19,049 19,051 19,052 19,054 19,056 19,058

支払利息 11,230 10,915 10,587 10,246 9,931 9,603 9,261 8,906 8,537 8,153

管理費 966 966 966 917 917 917 917 917 917 918

償却前利益 7,882 8,198 8,527 7,885 8,202 8,531 8,874 9,231 9,602 9,988

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2020年度
(平成32年度)

2021年度
(平成33年度)

2022年度
(平成34年度)

2023年度
(平成35年度)

2024年度
(平成36年度)

2025年度
(平成37年度)

2026年度
(平成38年度)

2027年度
(平成39年度)

2028年度
(平成40年度)

2029年度
(平成41年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

9,988 5,798 6,033 6,277 6,531 6,795 7,070 7,357 7,655 7,234

債務残高 193,838 188,040 182,007 175,730 169,199 162,404 155,333 147,977 140,322 133,088

賃貸収入 14,240 14,243 14,246 14,249 14,252 14,255 14,259 14,263 13,500 13,504

支払利息 7,754 7,522 7,280 7,029 6,768 6,496 6,213 5,919 5,613 5,324

管理費 688 688 688 689 689 689 689 689 653 653

償却前利益 5,798 6,033 6,277 6,531 6,795 7,070 7,357 7,655 7,234 7,528

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2030年度
(平成42年度)

2031年度
(平成43年度)

2032年度
(平成44年度)

2033年度
(平成45年度)

2034年度
(平成46年度)

2035年度
(平成47年度)

2036年度
(平成48年度)

2037年度
(平成49年度)

2038年度
(平成50年度)

2039年度
(平成51年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

7,528 7,833 8,151 8,481 8,826 9,184 9,556 9,944 10,347 10,767

債務残高 125,560 117,727 109,577 101,095 92,270 83,086 73,530 63,586 53,239 42,472

賃貸収入 13,509 13,513 13,518 13,523 13,529 13,534 13,540 13,546 13,552 13,558

支払利息 5,022 4,709 4,383 4,044 3,691 3,323 2,941 2,543 2,130 1,699

管理費 653 653 654 654 654 654 655 655 655 656

償却前利益 7,833 8,151 8,481 8,826 9,184 9,556 9,944 10,347 10,767 11,204

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2040年度
(平成52年度)

2041年度
(平成53年度)

2042年度
(平成54年度)

2043年度
(平成55年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

11,204 11,658 12,131 12,622

債務残高 31,268 19,611 7,480 -5,143

賃貸収入 13,565 13,571 13,578 13,585

支払利息 1,251 784 299 -206

管理費 656 656 657 657

償却前利益 11,658 12,131 12,622 13,134

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00

「日本道路保有機構」 債務返済計画及び金利支払計画書



2000年度
(平成12年度)

2001年度
(平成13年度)

2002年度
(平成14年度)

2003年度
(平成15年度)

2004年度
(平成16年度)

2005年度
(平成17年度)

2006年度
(平成18年度)

2007年度
(平成19年度)

2008年度
(平成20年度)

2009年度
(平成2１年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

5,680 9,089 10,723 12,330 13,187 11,846 11,968 11,913 11,668

債務残高 390,588 384,908 375,819 365,096 352,767 339,580 327,734 315,766 303,853 292,186

賃貸収入 22,096 22,083 22,082 22,080 22,080 20,079 20,079 20,078 20,078 20,078

支払利息 11,735 11,932 10,297 8,689 7,831 7,267 7,145 7,199 7,444 7,684

管理費 1,062 1,062 1,062 1,061 1,061 966 966 966 966 966

償却前利益 5,680 9,089 10,723 12,330 13,187 11,846 11,968 11,913 11,668 11,428

平均利率 3.63 3.10 2.74 2.38 2.22 2.14 2.18 2.28 2.45 2.63

2010年度
(平成22年度)

2011年度
(平成23年度)

2012年度
(平成24年度)

2013年度
(平成25年度)

2014年度
(平成26年度)

2015年度
(平成27年度)

2016年度
(平成28年度)

2017年度
(平成29年度)

2018年度
(平成30年度)

2019年度
(平成31年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

11,428 7,882 8,198 8,527 7,885 8,202 8,531 8,874 9,231 9,602

債務残高 280,758 272,875 264,677 256,150 248,265 240,063 231,532 222,658 213,428 203,826

賃貸収入 20,079 20,079 20,080 19,048 19,049 19,051 19,052 19,054 19,056 19,058

支払利息 11,230 10,915 10,587 10,246 9,931 9,603 9,261 8,906 8,537 8,153

管理費 966 966 966 917 917 917 917 917 917 918

償却前利益 7,882 8,198 8,527 7,885 8,202 8,531 8,874 9,231 9,602 9,988

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2020年度
(平成32年度)

2021年度
(平成33年度)

2022年度
(平成34年度)

2023年度
(平成35年度)

2024年度
(平成36年度)

2025年度
(平成37年度)

2026年度
(平成38年度)

2027年度
(平成39年度)

2028年度
(平成40年度)

2029年度
(平成41年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

9,988 10,390 10,808 11,243 11,695 12,166 12,656 13,166 13,696 13,518

債務残高 193,838 183,448 172,641 161,398 149,702 137,536 124,880 111,714 98,017 84,500

賃貸収入 19,061 19,064 19,066 19,069 19,073 19,076 19,080 19,084 18,321 18,325

支払利息 7,754 7,338 6,906 6,456 5,988 5,501 4,995 4,469 3,921 3,380

管理費 918 918 918 918 918 918 919 919 882 883

償却前利益 10,390 10,808 11,243 11,695 12,166 12,656 13,166 13,696 13,518 14,062

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2030年度
(平成42年度)

2031年度
(平成43年度)

2032年度
(平成44年度)

2033年度
(平成45年度)

2034年度
(平成46年度)

2035年度
(平成47年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

14,062 14,629 15,219 15,832 16,470 17,134

債務残高 70,438 55,808 40,590 24,758 8,287 -8,847

賃貸収入 18,329 18,334 18,339 18,344 18,349 18,355

支払利息 2,818 2,232 1,624 990 331 -354

管理費 883 883 883 884 884 884

償却前利益 14,629 15,219 15,832 16,470 17,134 17,825

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

（単位　億円）

「日本道路保有機構」 債務返済計画及び金利支払計画書

【ケース③　当初から1割値下げ】



2000年度
(平成12年度)

2001年度
(平成13年度)

2002年度
(平成14年度)

2003年度
(平成15年度)

2004年度
(平成16年度)

2005年度
(平成17年度)

2006年度
(平成18年度)

2007年度
(平成19年度)

2008年度
(平成20年度)

2009年度
(平成2１年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

3,199 7,007 8,593 10,166 10,985 9,604 9,673 9,552 9,223

債務残高 390,588 387,389 380,382 371,789 361,623 350,638 341,034 331,361 321,808 312,585

賃貸収入 19,991 19,978 19,976 19,975 19,975 17,974 17,974 17,973 17,973 17,973

支払利息 11,735 12,009 10,422 8,849 8,028 7,504 7,435 7,555 7,884 8,221

管理費 962 961 961 961 961 866 866 866 866 866

償却前利益 3,199 7,007 8,593 10,166 10,985 9,604 9,673 9,552 9,223 8,887

平均利率 3.63 3.10 2.74 2.38 2.22 2.14 2.18 2.28 2.45 2.63

2010年度
(平成22年度)

2011年度
(平成23年度)

2012年度
(平成24年度)

2013年度
(平成25年度)

2014年度
(平成26年度)

2015年度
(平成27年度)

2016年度
(平成28年度)

2017年度
(平成29年度)

2018年度
(平成30年度)

2019年度
(平成31年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

8,887 4,960 5,159 5,366 4,598 4,783 4,976 5,176 5,385 5,602

債務残高 303,698 298,738 293,580 288,214 283,616 278,833 273,857 268,681 263,296 257,694

賃貸収入 17,974 17,974 17,975 16,943 16,944 16,946 16,947 16,949 16,951 16,953

支払利息 12,148 11,950 11,743 11,529 11,345 11,153 10,954 10,747 10,532 10,308

管理費 866 866 866 817 817 817 817 817 817 817

償却前利益 4,960 5,159 5,366 4,598 4,783 4,976 5,176 5,385 5,602 5,828

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2020年度
(平成32年度)

2021年度
(平成33年度)

2022年度
(平成34年度)

2023年度
(平成35年度)

2024年度
(平成36年度)

2025年度
(平成37年度)

2026年度
(平成38年度)

2027年度
(平成39年度)

2028年度
(平成40年度)

2029年度
(平成41年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

5,828 6,064 6,309 6,564 6,829 7,106 7,393 7,692 8,004 7,597

債務残高 251,866 245,802 239,493 232,929 226,100 218,994 211,601 203,909 195,905 188,308

賃貸収入 16,956 16,958 16,961 16,964 16,968 16,971 16,975 16,979 16,216 16,220

支払利息 10,075 9,832 9,580 9,317 9,044 8,760 8,464 8,156 7,836 7,532

管理費 817 818 818 818 818 818 818 819 782 782

償却前利益 6,064 6,309 6,564 6,829 7,106 7,393 7,692 8,004 7,597 7,905

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2030年度
(平成42年度)

2031年度
(平成43年度)

2032年度
(平成44年度)

2033年度
(平成45年度)

2034年度
(平成46年度)

2035年度
(平成47年度)

2036年度
(平成48年度)

2037年度
(平成49年度)

2038年度
(平成50年度)

2039年度
(平成51年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

7,905 8,226 8,559 8,906 9,267 9,643 10,034 10,441 10,864 11,304

債務残高 180,403 172,177 163,618 154,712 145,444 135,801 125,767 115,327 104,463 93,158

賃貸収入 16,224 16,229 16,234 16,239 16,244 16,250 16,256 16,261 16,268 16,274

支払利息 7,216 6,887 6,545 6,188 5,818 5,432 5,031 4,613 4,179 3,726

管理費 783 783 783 783 784 784 784 784 785 785

償却前利益 8,226 8,559 8,906 9,267 9,643 10,034 10,441 10,864 11,304 11,763

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

2040年度
(平成52年度)

2041年度
(平成53年度)

2042年度
(平成54年度)

2043年度
(平成55年度)

2044年度
(平成56年度)

2045年度
(平成57年度)

2046年度
(平成58年度)

2047年度
(平成59年度)

年度弁済額
（償却前利
益）

11,763 12,239 12,735 13,251 13,788 14,347 14,928 15,532

債務残高 81,396 69,156 56,421 43,170 29,382 15,035 108 -15,425

賃貸収入 16,280 16,287 16,294 16,301 16,308 16,316 16,324 16,332

支払利息 3,256 2,766 2,257 1,727 1,175 601 4 -617

管理費 785 786 786 786 787 787 787 788

償却前利益 12,239 12,735 13,251 13,788 14,347 14,928 15,532 16,161

平均利率 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

「日本道路保有機構」 債務返済計画及び金利支払計画書

【参考　当初から2割値下げ＋関連財団2法人の利益を追加】



日本道路公団の関連財団法人二法人の収支差額を追加したケース 

 

 日本道路公団の関連財団法人である財団法人・道路サービス機構と財団法人・ハイウェイ交流センターの両財団の収入合計は八百九十七億円である。両財団で

は事業費、管理費といった必要経費以外に、休憩施設建設費など固定資産取得費や共用施設負担金支出など繰延資産取得支出といった、財産を増やすためにいわ

ば無駄遣いしたといえる費用を多額に計上している。また、法人税や借入金の元金返済資金など通常の企業では利益とみなされる項目を費用として計上している。 

 そこでここでは、事業費と管理費という必要経費のみを経費としてカウントすることとした。その経費をコスト削減努力により 30%削った額を収入合計から引

いた額を収支差額とした。すると、両財団の収支差額は四百八十三億円（平成十二年度）、およそ年間五百億円ほどの収益があがることが判明した。 

 民営化に先立ち、両財団を解散したうえで公団本体に吸収する方向で現在、検討がすすめられていることから、そうした場合に吸収できる利益を大枠で確定し、

民営化会社によって支払われる貸付料に組み入れていくケースを試算した。（年間五百億円として計算） 

 

 
平成十二年度   （単位 億円） 

 （財）道路サービス機構 （財）ハイウェイ交流センター  二財団法人合計 

収入合計 464 433 897 
 

事業費 229 236 465 
管理費 65 61 126 
経費合計 294 297 591 

30%減額した経費 206 208 414 
 

収支差額 258 225 483 




